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-------------------------------------------------------------------------------------- 

アルバイトの残業を３０分単位で 

四捨五入すると違法！？ 

 

居酒屋を全国展開する ある外食大手が、

アルバイト店員の勤務時間を一部切り捨てて

いたとして労働基準監督署の是正勧告を受

け、２１７人に計約１２００万円の未払い賃金

を支払いました。 

 

この外食大手は大阪の２店で、アルバイト店

員の勤務時間を１分単位で記録せずに３０

分単位などで端数を切り捨て、賃金の一部

が未払いだとして、０６年秋に北大阪労働基

準監督署の是正勧告を受け未払い賃金を

支給しました。この勧告後、同社は０７年２月

に内部調査を実施した結果、全国の４１店で

切り捨てが判明し、最終的には２１７人に計

約１２００万円の未払い賃金を支払っていま

す。 

 

◆労働時間・賃金支払いの 

端数処理のポイント 

 

原則として労働時間は、たとえ１分であっても

計算しなければなりませんが、厚生労働省は、

労働基準法『違反ではない』端数処理の方

法を、通達（基発第１５０号）で提示していま

す（以下抜粋）。 

 

① １ヵ月における時間外労働、休日労働 
および深夜業の各々の時間数の合計に 

１時間未満の端数が生じた場合に、３０分

未満の端数を切り捨て、それ以上を１時間

に切り上げること 

② １時間当たりの賃金額および割増賃金

額の円未満を四捨五入すること。 

② １ヵ月における時間外労働、休日労働 
および深夜業の各々の割増賃金の総額

の１円未満の端数を四捨五入すること。 

④ １ヵ月の賃金支払額の１００円未満の端

数を四捨五入すること。 

⑤ １ヵ月の賃金支払額に生じた１０００円未

満の端数を翌月の賃金支払い日に繰り越

して支払うこと。 

 

通達の①で示しているのが、労働時間の端

数処理の方法ですが、注意すべきポイントが

２つあります。 

 

第１のポイントは『１ヵ月の合計』の端数処理

であって、１日の合計の端数処理ではないと

いうことです。 

 

是正勧告を受けるまで外食大手が行ってい

たような、１日の労働時間の端数を３０分単

位で四捨五入する方法は、違法となります。 

 

第２のポイントは、『時間外・休日・深夜の労

働時間の合計』の端数処理であって、労働

時間の合計の端数処理ではないということで

す。  
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つまり、端数処理は、時間外・休日・深夜の

労働時間につてのみ認められているのであ

って、『法定労働時間内に収まっているので

あれば、たとえ１ヶ月の合計であっても、端数

を３０分単位で四捨五入する方法は認めら

れない』、ということなのです。 

 

短時間勤務のパートタイマーやアルバイトの

労働時間管理においては、この第２のポイン

トに注意する必要があります。 

 

 

未成年者を 

アルバイトなどで雇う場合の注意点 

 

◆雇用に関するトラブルに注意！ 

 

人材難と言われる昨今、高校生などの年少

者や未成年者のアルバイト等は、貴重な労

働力となっています。しかし、社会的経験の

浅い年少者や未成年者の雇用はトラブルに

つながりやすい危険性もあります。 

 

採用の際や労働に関して、どのようなことに

注意しなければならないのでしょうか。 

 

◆親の許可が必要なのか？ 

 

ある会社からの質問で、「高校生のアルバイ

トを採用するにあたり、履歴書の親権者の署

名捺印欄が空白ですが、何か問題があるで

しょうか？」という相談がありました。 

 

未成年者の雇用についてはまず、労働基準

法第５８条第１項 の「親権者又は後見人は、

未成年者に代って労働契約を締結してはな

らない」といった部分が思い浮かびます。また、

賃金についても、未成年者であっても独立し

て受け取ることができます。そう考えると、特

に親権者の承認が必要とは考えにくいもの

です。 

 

しかし、労働基準法第５８条第２項では、 

「親権者若しくは後見人又は行政官庁は、

労働契約が未成年者に不利であると認める

場合においては、将来に向ってこれを解除

することができる」とあります。また。民法第５

条第１項では「未成年者が法律行為をする

には、その法定代理人の同意を得なければ

ならない」とあり、そして第２項では「前項の規

定に反する法律行為は、取り消すことができ

る」とあります。 

 

つまり、親権者（法定代理人）の同意がない

労働契約は、親権者によって取り消す（結果

として、突然アルバイトを辞めてしまい会社に

迷惑がかかる）ことがあり得るのです。したが

って、履歴書の親権者の署名捺印は、トラブ

ル防止のためにも記入してもらい、親権者の

同意を得ておいたほうがよいでしょう。 

 

◆年齢を証明する書面、身元保証人 

 

また、年少者（１８歳未満）の場合、年齢を証

明する書面（住民票記載事項証明書など）

を、事業場に備え付ける必要があります。ま

た、万一の際のトラブル防止に備え、身元保

証人をつける（できれば複数）ことも大切です。

併せて身元保証人の連絡先も把握しておき、

万一の際に連絡できる体制を作っておいた

ほうがよいでしょう。 

 

◆その他の注意点 

 

他に注意するポイントとしては、年少者はほと

んどの変形労働時間制（例外あり）や午後１

０時以降の業務等も禁止されており、注意が

必要です。 

 

そして、未成年者の場合、特に注意しなくて

はならないのが、飲酒や喫煙です。飲酒や

喫煙が発覚した際にどのような処置をとるか

といったことは、労働契約時に書面および口

頭でしっかり確認しておくことが望ましいでし

ょう。 
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今国会に提出されている 

主な労働関係改正法案 

 

◆通常国会の会期は６月１５日まで 

 

ここでは、現在開会中の通常国会に提出さ

れている、企業に影響を与えると思われる労

働関係の改正法案についてみていきます。 

 

◆中小企業にも障害者雇用納付金を 

義務化 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律（障害

者雇用促進法）の一部を改正する法律案が

提出されています。 

 

主な内容は、現在は障害者の雇用者数が

法定雇用率（１．８％）に満たない従業員「３０

１人以上」企業に課されている納付金の支払

義務を、順次「２０１人以上」、「１０１人以上」

の企業へも拡大するという内容です。 

 

また、障害者雇用義務の対象となる労働者

に、週の労働時間が２０時間以上３０時間未

満の「短時間労働者」も追加されることとされ

ています。この法案が可決されれば、２００９

年４月１日の施行予定です。ただし、納付金

支払義務が課される企業の拡大については、

「２０１人以上」へは２０１０年７月、「１０１人以

上」へは２０１５年７月とされています。 

 

◆「行動計画」提出義務付け企業を拡大へ 

 

「ワークライフバランス」の実現に向けて、次

世代育成支援対策推進法（次世代法）の改

正案も今国会に提出されています。 

 

従業員の子育てを支援する「仕事と育児の

両立支援に関する行動計画」（一般事業主

行動計画）の策定・届出を義務付ける対象

企業を、現行の従業員「３０１人以上」の企業

から「１０１人以上」の企業に拡大するのが主

な内容です。 

この改正により、約４万２，０００社が新たに策

定・届出義務を負うことになると推計されてい

ます。また、「行動計画」の公表・従業員への

周知も義務付けられるようになります（策定・

届出義務のある事業主のみ）。 

 

この改正法案自体の施行予定日は２００９年

４月１日となっていますが、「行動計画」の策

定・届出義務付け企業の拡大は、２０１１年４

月１日の予定です。 

 

◆労働基準法の改正案 

 

月の時間外労働が一定の時間を超えた場

合に、高い割増賃金率を適用することなどを

内容とする労働基準法の一部改正案も国会

で審議中です。主な内容は以下の通りで

す。 

 

① 月の時間外労働時間が４５時間を超え 

８０時間までの場合の割増賃金率につい

ては、２割５分以上の率で、労使協定で定

める率とする（努力義務）。 

② 月の時間外労働時間が８０時間を超え

た場合の割増賃金については、５割増と

する。 

 

 

注目を集める「キャリア形成促進助成金」 

 

◆４月から制度改正 

 

キャリア形成促進助成金制度とは、企業内

における労働者のキャリア形成の効果的な

促進のため、その雇用する労働者を対象とし

て、目標が明確化された職業訓練や職業能

力評価の実施、またキャリア・コンサルティン

グの機会の確保を行う事業主に対して助成

される制度です。 

 

２００８年度４月よりこの制度が改正され、にわ

かに注目を集めています。 
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◆助成率の引上げと対象者の拡充 

 

今回の改正の主な目的は、職業訓練等を実

施するにあたり費用面の負担が大きい中小

企業に対する支援の強化、および職業能力

形成機会に恵まれない者を新たに有期雇用

に雇い入れ有期実習型による組合せ訓練を

実施する事業主への支援です。 

 

まず、専門的な訓練への助成率が３分の１か

ら２分の 1（中小企業）へと引き上げられまし

た。併せて、認定実習併用職業訓練への助

成率も中小企業が３分の１から２分の１、大

企業は４分の１から３分の１へと、それぞれ引

き上げられました。 

 

対象者も拡充され、短時間等労働者への訓

練に対する助成および認定実習併用職業

訓練に対する助成について、それぞれ、雇

用保険被保険者だけでなくこれから雇用保

険者になろうとする者もその範囲となりまし

た。 

 

また、新たな制度として、正社員になるには

当該有期実習型訓練を受講することが適切

であり、職業能力形成機会に恵まれなかった

者として、キャリア・コンサルタントが認めた者

を対象とした有期実習型訓練に対する助成

も実施されることとなりました。 

 

◆活用のための注意点 

 

上記の助成金制度を活用するためには、

様々な条件を満たしている必要があります。 

 

代表的なものとしては、「雇用保険の適用事

業主であること」、「職業能力開発推進者を

選任・届出していること」、「労働組合等の意

見を聴いて計画を作成し労働者に周知して

いること」「過去２年間の労働保険料滞納や

過去３年間の助成金の不正受給がないこと」

等があります。 

 

また、「職業能力開発休暇を与える場合は、

その期間中に労働協約または就業規則に

定めた賃金を支払っていること」や「事業主

命令による職業訓練については、通常の賃

金を支払っていること」も定められています。

短時間労働者に対する訓練では「正社員へ

の転換を行うこと」も条件となります。 

 

訓練内容に関しては、あくまでも労働者個人

のキャリア形成促進に役立つものが対象で

す。一般的なマナー研修や新入社員研修、

またＯＪＴで実施するもの等は対象になりませ

んので注意が必要です。 

 

 

６月の税務と労務の手続 

［提出先・納付先］ 

 

１０日 

 

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付［郵便局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜

前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○労働保険一括有期事業開始届の提出 

＜前月以降に一括有期事業を開始して

いる場合＞［労働基準監督署］ 

 

３０日 

 

○個人の道府県民税・市町村民税の納付

＜第１期分＞［郵便局または銀行］ 

○健保・厚年保険料の納付 

［郵便局または銀行］ 

○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［社会保険事務所］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器 

使用状況報告書の提出 

［公共職業安定所］ 

 

 

 


